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公立大学法人神奈川県立保健福祉大学第二期中期目標 

 

前文 

神奈川県立保健福祉大学は、 平成 15 年度の開学以来、 保健、 医療及び福祉人材を

養成する 拠点と し て、 「 保健・ 医療・ 福祉の連携と 総合化」 、 「 生涯にわたる 継続教

育の重視」 及び「 地域社会への貢献」 の三つの基本理念のも と に、 「 ヒ ュ ーマンサー

ビ ス 」 と いう ミ ッ ショ ンを 目指し た教育、 研究及び地域貢献に取り 組み、 学部、 大学

院及び実践教育センタ ーでの教育を 通し て、 質の高い専門人材を 輩出し てき た。  

平成 30 年度に公立大学法人に移行し た後は、 自主・ 自律的な法人運営のも と 、 保

健、医療及び福祉の分野における 高度で専門的な知識及び技術を 教授研究する と と も

に、 保健、 医療及び福祉の分野に関する 総合的な能力を 有し 、 ヒ ュ ーマンサービ ス を

実践でき る 人材及び地域や国際社会において活躍でき る 人材を育成し 、第一期中期目

標期間（ 平成 30 年度から 令和５ 年度） においては、 全体と し て中期目標を 達成でき

る こ と が見込ま れている 。  

一方で、 少子高齢化、 グロ ーバル化及び情報化が急速に進む中、 昨今では感染症へ

の対応も 重要視さ れたこ と から 、 保健、 医療及び福祉を取り 巻く 社会状況は大き く 変

化し ており 、 大学に対する 社会から の期待はま すま す大き なも のと なっ ている 。  

以上の点を 踏ま え、 神奈川県は、 公立大学法人神奈川県立保健福祉大学（ 以下「 法

人」 と いう 。 ） がその使命を 果たすべく 、 積極的に地域に貢献する 大学と し て神奈川

県民の期待に応える 成果を着実にあげていく ために、次のと おり 第二期中期目標を 策

定し 、 法人に対し て指示する も のである 。  

 

第１  中期目標の期間 

令和６ 年４ 月１ 日から 令和 12 年３ 月 31 日ま での６ 年間と する 。  

 

第２  教育研究等の質の向上に関する 目標 

１  教育に関する 目標 

( 1)  人材の育成 

保健、 医療及び福祉の各領域に関わる 幅広い知識と 専門的な技術に基づき 、

豊かな人間性を 兼ね備えたヒ ュ ーマン サービス を実践でき る 人材及び地域や国

際社会においてリ ーダーと し て活躍でき る 人材の育成、 その他、 保健、 医療及

び福祉の分野においてミ ッ ショ ンである ヒ ュ ーマン サービ ス を 基軸に社会シス

テムや技術の革新（ イ ノ ベーショ ン） を担う マイ ン ド を も っ て、 当事者目線で

社会的課題の解決に向けて積極的に向き 合おう と する 人材の育成、 現任者への

継続教育及び大学の知的資源の積極的開放を通し て、 県民と 地域社会の保健、
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医療及び福祉の向上に寄与する 。  

ア 学部教育 

保健、 医療及び福祉の分野における 高度で専門的な知識及び技術を教授研

究する と と も に、 保健、 医療及び福祉の連携と 総合化を 実現でき る 能力を 有

する 人材を育成する 。  

イ  大学院教育 

( ｱ)  保健福祉学研究科 

【 博士前期課程】  

保健、医療及び福祉に関わる 広い理解を 持ってそれぞれの分野と 連携・ 協

力を 目指すこ と のでき る 高度専門職業人を育成する 。  

【 博士後期課程】  

専攻分野について自立し て研究活動を 行い、 保健福祉学の理論的基盤を

探求し 、 かつ高度な専門的知識を 有する 研究者、 教育者を 育成する 。  

( ｲ)  ヘルス イ ノ ベーショ ン研究科 

超高齢社会を 迎えている 中、「 未病」 の概念を踏ま えて、 イ ノ ベーショ ン

を起こ すこ と ができ る 人材を 育成する 。  

【 修士課程】  

公衆衛生学を 基盤と し 、イ ノ ベーショ ンの創出に取り 組み、先端技術やデ

ータ サイ エンス 、アド ミ ニス ト レ ーショ ンなど 、幅広い知識や能力を持ち、

多様なス テーク ホルダーと 協働でき る 専門人材を育成する 。  

【 博士課程】  

公衆衛生の視点によ る 科学的根拠に基づいたアプロ ーチによ っ て社会変

革に意を 尽く し 、 国際社会の将来を けん引する こ と ができ る 国際的高度専

門人材を育成する 。  

ウ  現任者教育 

保健、 医療及び福祉の分野に従事する 者の継続教育並びに同分野に関する

研究を 実施し 、 時代の要請に応じ たキャ リ ア支援を 行う 。  

ま た、 主に実践教育セン タ ーにおいて、 急激な社会環境の変化に適応する

ために必要なス キルを身につけ、 新たなニーズに対応でき る 現任者教育のあ

り 方を 検討し 、 推進する 。  

 

( 2)  教育内容等 

保健、 医療及び福祉分野に係る 社会から の要請、 学生から の要望、 学術の発

展動向など に的確に対応する こ と を 目的と し て、 教育内容の継続的な改善を 図

る ためカリ キュ ラ ム ポリ シーを 必要に応じ て見直すと と も に、 学生の主体的な

学修を 引き 出すこ と で、 学生が授業内容を 深く 理解し 、 知識や技術を 確実に習

得でき る よ う 、 効果的な授業形態、 教育方法の継続的な工夫に努める 。  

ま た、 ディ プロ マポリ シーに基づいた授業の到達目標を 明示し 、 学修成果を



 

適正に評価する 。  

さ ら に教育の質を 確保する ためデジタ ル技術を 活用し た教育研究の機能強化

を推進する 。  

 

( 3)  教育の実施体制の整備 

大学における 質の高い教育を実施する ため、 適切な教員の配置を行う と と も

に、よ り 優れた教員の確保に努め、社会状況の変化にも 対応し たフ ァ カルティ ・

ディ ベロ ッ プメ ント 活動を 充実さ せる 。  

ま た、 学生の学習意欲や教育効果を 高める ため、 デジタ ル技術の活用促進を

図る と と も に、 大学の施設や教育備品等の計画的な整備と 適切な維持管理によ

り 教育環境の向上を図る 。  

 

( 4)  学生の受入れ 

アド ミ ッ ショ ンポリ シー、 大学が求める 学生像及び教育理念、 教育目標等に

沿っ た適切な入学者選抜及び選考を 実施し 、 よ り 優秀な学生の確保に取り 組む

と と も に、 社会人やグロ ーバル人材の育成・ 活躍推進を 図る 。  

ま た、 社会ニーズの変化や時代の要請を 的確にと ら えた入学者受入れのあり

方を 検討する 。  

 

２  学生への支援に関する 目標 

学生が大学生活や卒業後において充実し た生活を送る こ と ができ る よ う 、 学習

支援、 健康及び生活に関する 支援及びキャ リ ア支援を 行う 。  

ま た、 イ ノ ベーショ ン を 起こ す人材の輩出に向け、 起業をはじ めと する 学生の

チャ レ ンジを 支援する 取組を実施する と と も に、 優秀な留学生の獲得や国際的な

学生交流の推進に努め、 国際社会において活躍でき る 人材の育成を 図る 。  

 

３  研究に関する 目標 

保健、 医療及び福祉の分野において実践的な研究を行い、 その成果を 有効に活

用する 。 ま た、 県と 連携し 、 大学の知見・ 資源を 生かし た未病の改善によ る 健康

寿命の延伸、 科学的視点に基づく 感染症対策、 当事者目線の介護や障がい福祉施

策、 子ど も 施策など の研究等に取り 組み、 政策立案に活かすと と も に、 社会実装

を 推進し 、 県民の保健福祉の向上に寄与する 。  

さ ら に、 質の高い研究を 行う ため、 研究活動を 推進する 体制を 整備する と と も

に、 個々の教員が競争的外部資金の獲得に積極的に取り 組む。  

 

４  社会貢献に関する 目標 

( 1)  地域貢献 

急速な少子高齢社会を 迎えている なか、 大学が有する 人的資源及び教育研究



 

成果を 活用し て、 地域包括ケアシス テムの構築など 地域が抱える 課題に対する

支援や、 地域と の連携及び協働を 推進する 。  

ま た、 県が設置する 大学と し て、 県に対し その知見や成果を 提供する と と も

に、 地域における 「 知と 人材の拠点」 と し て保健、 医療及び福祉の向上及び地

域の活性化のための継続的な教育資源の還元に取り 組む。  

 

( 2)  産学官連携・ 国際協働 

大学の持つ保健、 医療及び福祉に係る 特性を 活かし 、 企業や行政機関等と の

研究協力を 推進し 、 地域経済の活性化及び産業の発展に寄与する 。  

ま た、 研究を 通し た政策提言など によ り 、 社会シス テムにおける イ ノ ベーシ

ョ ンの創出に積極的に貢献する 。  

さ ら に、 イ ノ ベーショ ン を 担い、 教育研究の活性化と 国際社会において活躍

でき る 人材を 育成する ため、 国内外の教育研究機関と 連携し 、 多様な教育研究

活動や教員の国際的活動の推進に努める 。  

 

第３  業務運営の改善及び効率化に関する 目標 

１  運営体制の改善に関する 目標 

理事長を中心と し た組織体制のも と 、 教育研究の特性に配慮し つつ、 法人の機

動的かつ効率的な運営体制を構築する 。  

ま た、 法人の意思決定や執行に至る 過程について透明性を 確保する 。  

 

２  人事の適正化に関する 目標 

法人組織の活性化や業務の質の向上を図る ため人事制度、 職員の採用基準及び

評価基準等を 見直し 、 弾力的に運用する と と も に優れた人材を確保する 。  

 

３  事務等の効率化・ 合理化に関する 目標 

教育研究に対する サポート 機能の向上と 法人・ 大学運営の効率化を 図る ため、

事務組織の見直し など 、 効果的な事務運営に努める 。  

ま た、 社会情勢を鑑み、 事務手続き のデジタ ル化を推進し 、 学生を はじ めと す

る 利用者の利便性向上、 職員の負担軽減及び生産性向上を実現する こ と で、 効率

的な法人運営を 目指す。  

 

第４  財務内容の改善に関する 目標 

大学における 教育研究に配慮し つつ、 組織運営の効率化等を図る ため、 法人業務

全般について見直し を行う と と も に、 法人経営の安定化を図る ため、 外部資金の獲

得やその他の自己収入の確保に努める 。  

ま た、 大学の健全な運営を確保する ため、 資産の安全かつ確実な運用と 適切な管

理を行う 。  



 

 

第５  その他業務運営に関する 重要な目標 

教育研究活動を 円滑に実施する ため、 施設設備を 適切に維持管理する と と も に、

地域開放など 有効活用を 図る 。  

ま た、 学生や職員が安全かつ安心でき る 学習環境や職場環境を 確保する ため、 防

災等に係る 危機管理体制を 適宜見直し する と と も に、 情報セキュ リ ティ 対策の充実、

個人情報の保護その他の安全管理対策を行い、 その有効性について定期的な見直し

を 行う 。  

さ ら に、 法人と し ての社会的責任を 果たすため、 法令遵守、 人権啓発、 環境への

配慮など に努め、 対策の有効性について定期的な見直し を行う と と も に、 法人の運

営状況の透明性と 説明責任を果たすため、 教育研究及び組織運営の状況に関わる 情

報を積極的に公開する 。  

 

第６  自ら 行う 点検及び評価並びに当該状況に係る 情報の提供に関する 目標 

教育水準の向上を 図り 、 大学の目的及び社会的使命を達成する ため、 教育研究活

動の状況について自ら 点検及び評価を 行う と と も に、 外部から の点検及び評価を受

ける 。  

ま た、 教育研究、 業務運営、 財務など 法人運営全般にわたっ て透明性を 確保する

ため、 自己点検及び評価並びに第三者評価の実施結果を積極的に公表する 。  

 

 


